
2019年のIPCC決定に基づき2020年4月のインベントリ報告においてバイオ炭の
農地施用量（2018年分）が算出された

2020年4月

比較：苫小牧CCSのCO2注入試験実績：100 ktCO2/yr
バイオ炭を3 tCO2/hr・yrで農地貯留すると、現在は1500ヘクタールに施用する計算
100倍の15万ヘクタールに施用できれば、500 kt‐CO2を貯留できる。

5.02 ktCO2
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クルベジシステムによる土壌炭素貯留のための社会経済モデル

図の出典：日本クルベジ協会WEBサイトより





総合地球環境学研究所プロジェクト「FEAST] （２０１４～２０２０年度）（文科省）
持続可能な食の消費と生産を実現するライフワールドの構築
─食農体系の転換にむけて （５つのワーキンググループ（WG）
現場レベルでの持続可能な食農システムの転換の実現性や、潜在的な可能性を探る。

WG4ではバイオ炭を活用したネガティブエミッション社会の構築を一つのモデルケース
に据える（立命館大学、農研機構、愛知大学、首都大、上海農業科学院他）

バイオ炭を施用した農地でのGHG排出量変動の評価（日本・中国）
亀岡クルベジを念頭においた環境保全型農業ブランドの一般化方法論
バイオ炭農地炭素貯留の社会システムづくり
・IPCCガイドラインへの追記（２０１９）
・日本国インベントリへの反映（２０２０）
・Jクレジット制度におけるバイオ炭土壌炭素貯留方法論策定（２０２０）
・G20MACS首席農業研究者会議でのクルベジの見学会
（MACS：Meeting of Agricultural Chief Scientists）

バイオ炭を活用した地球温暖化対策研究

農林水産研究推進事業「脱炭素」（２０２０～２０２４）（福井県、農研機構、立命館大学）
パリ協定後の日本のGHG削減目標（２０５０年８０％削減）に対応したプロジェクト
バイオ炭による炭素貯留とGHG削減機能をもつバイオ炭肥料の開発、社会実装モデル
の構築、Jクレジット制度を実体的に機能させるバイオ炭施用ガイドライン作成



【炭化ポテンシャル試算】果樹園におけるバイオ炭の効率的
活用とGHG評価（試算例：ニホンナシ、ブドウ・モモ、カンキツ）

【GHG試算（農機燃料以外）】
CH4吸収は小さい

N2O排出は施肥量Nの1%
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バイオ炭は果樹園地をGHG排出から吸収へ転換させる



バイオ炭を活用した滋賀・三重社会実装モデル
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ゼロエミッションをめざす農業に求められる研究開
発要素

ガイドライン
N2O低減技術開発

ポテンシャル評価

炭素貯留DB

地域での炭化技術

鶏ふん炭化物



バイオ炭で、今、求められている研究項目

１．バイオ炭の標準品規格づくり － JIS M8812工業分析方法の準用
確実な固定炭素率表示と土中寿命の保証によって炭素貯留量が決定される

２．バイオ炭の田畑への施用効果の体系的理解
施肥的効果、副次的効果などを網羅
メタン、一酸化二窒素などの収支に与える影響の把握

３．機能化学品としてのバイオ炭の技術開発
バイオ炭混合の堆肥ペレット肥料など、N2O排出係数を低減する効果の開発
工業デバイス原料としての活用

４．経済コストに見合ったバイオ炭の製造方法、製造システム（人的資源、生産運搬
ノウハウなど含む）の確立

５．プラスアルファの効果の模索

６．農地以外へのバイオ炭の施用、使用の可能性の検討
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JIS M8812規格は、石炭の品質分析に関する規格。現在のところ、
バイオ炭については、これを準用する形でJクレジットを運用するこ
ととしている。日本には、白炭、黒炭、オガ炭、もみ殻炭、竹炭、畜
ふん炭、ガス化発電残渣など、さまざまなバイオ炭が存在するた
め、今後は、バイオ炭分析用の独自の規格が必要となる。
現在、Jクレジット制度のもとでは、これを「日本バイオ炭普及会規
格」として運用しているが、可能であれば、JIS規格として定める方
向で整備することが望ましい。このために、経済産業省および産
業技術総合研究所のご意見を仰ぎたい。また、実際のモニタリン
グ、規格作りの作業の中で、都道府県の工業技術センターとの連
携も進めたいと考えている。産総研との協力関係があると、円滑
に進むと期待されるが、いかがでしょうか？



ペレット堆肥の肥効発現のメカニズムにバイオ炭添加がもたらす効果の可能性

ペレット堆肥の活用による家畜ふん利活用と混合堆肥複合肥料への応用

バイオ炭の添加

土壌炭素貯留 脱臭効果

カリ添加効果

N2O低減？
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ポテンシャル評価が必要



ウ．茶樹改植時に発生するバイオマスによるバイオ炭製造試験

茶の栽培においては、２０年程度の間隔で改植を行う。この時発生するバイオマスの
炭化試験を実施し、産生するバイオ炭について物理化学性を検討した。

茶園における改植時バイオマスの炭化試験（２０２０年12月）（静岡県）



エ．間伐材、製材残渣を資源とするバイオガス発電残渣バイオ炭
の視察とペレット化検討

愛媛県内子町において稼働する間伐材等を資源とするバイオマスガス化発電施設を
視察し、残渣として産生するバイオ炭の利活用について、発電所運営者、近隣農業者、
内子町役場職員を交えた勉強会を開催した（２０２０年11月）

内子町森林組合内子バイオマス発電所



オ．もみ殻ガス化発電施設のバイオ炭について物理化学性検討
等を実施した。

滋賀県米原市のヤンマーエネルギー株式会社を訪問し、もみ殻を資源とするバイオマ
スガス化発電施設を視察した。ガス化の過程で残渣として産生するバイオ炭の利活用
について同社担当者を交えて検討した。今年度の本課題中の西日本農研の課題にお
いて、バイオ炭資材として活用することとなった。

もみ殻ガス化発電施設（ヤンマーエネルギーシステム株式会社）


